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今 月 は 社会福祉士　畑山賢二です

　一般的に、高齢化率（６５歳以上人口が総人口に占める割合）７％～１４％を「高齢化社会」、

１４％～２１％を「高齢社会」、２１％～を「超高齢社会」と呼びます。

　上ノ国町の高齢化率は、平成２６年２月末現在において３６．７５％であり、既に「超高齢社会」

の域に達している状況です。

　これを各地区ごとに比較してみると、上位３地区は「湯ノ岱地区（神明地区含む）：５７．４３％」

「豊田地区：５６．４４％」「小森：５５．３２％」となっており、人口比率の差はあるとしても、地

区の“２人に１人以上が６５歳以上”という事になります。
　また、その他の地区についても、「大留地区」「中央区地区」以外は４０％～５０％強と極端な差

はなく、ほぼ横並びとなっており、高齢者の独居世帯や、夫婦世帯も増えてきています。

　高齢になると、これまで出来ていた事が十分に出来なくなったり、介護や支援が必要となる事も

多くあります。

　身近に支援者（家族など）がいれば協力してもらう事も可能ですが、いなければ誰かに支援して

もらう必要があります。

　介護や支援が必要となった場合に「介護保険制度」がありますが、これにも認定を受ける必要な

どの条件がある事も事実です。中には介護認定に該当しない人もおります。

　また、高齢に伴い“困っている内容”“必要となる支援”は十人十色であり、公的サービスを利

用するためには、前述のとおりの条件がある事やサービス内容に限界があることから、現状のまま

ではニーズが満たされない事もあります。

　さらに、若年層が町外へ転出していく時代背景から、支援を受けられない状況にますます拍車が

かかっており、これは日本の人口構造から、本町のみの問題ではなく、全国的な課題となっており

ます。

　支援や援助を必要とする状態になったら、まず“施設入所”を考える事も一つの手段であると思

いますが、これもまた施設入所者の定員の人数が限られているため、希望すれば入所できるもので

もありません。

　このような全国的な課題の中で、現状に対して少しでも前向きに進むためには行政である保険者

と地域住民が協同で、自らの生活の改善策を見出していかな

ければなりません。

　平成２７年度からは介護保険制度の改正が控えており、平

成２６年度中には介護保険事業計画（第６期）も策定されま

す。

　地域の住民の声を十分に反映するため、現状の課題が少し

でも改善・軽減できる施策を一緒に考えていきましょう。

超高齢社会に向けて
～高齢社会の現状と課題～
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